
 
 
 
 
 
 

排出部門 自主的手法 規制的手法 情報的手法 経済的手法  

産業 ・温対法（排出抑制等指針） 

・自主行動計画 

・自主参加型排出量取引 

・カーボンオフセット 

・省エネ法（中長期計画の策定・定

期報告義務、電気機器等のトップ

ランナー基準達成義務） 

・温対法（排出量算定報告公表制度、

ＣＯ２排出量の見える化） 

・排出量取引制度 

・環境税 

・税制措置（エネルギー需給構造改

革推進促進税制、省エネ住宅促進

税制、自動車税のグリーン化等） 

・補助金、低利融資等（環境経営促

進、新エネ導入等） 

エネルギー転換 ・温対法（排出抑制等指針） 

・省エネ法（一般消費者への情報提

供の努力義務） 

・自主行動計画 

・自主参加型排出量取引 

・グリーン電力証書 

・カーボンオフセット 

・ＲＰＳ法 ・温対法（排出量算定報告公表制度、

ＣＯ２排出量の見える化） 

業務 ・温対法（排出抑制等指針） 

・自主行動計画 

・自主参加型排出量取引 

・グリーン購入による環境物品等の

調達の推進等 

・カーボンオフセット 

・省エネ法（中長期計画の策定・定

期報告義務、大規模建築物の新改

築時における省エネ措置の届出義

務） 

・温対法（排出量算定報告公表制度、

ＣＯ２排出量の見える化） 

運輸 

 

 

・温対法（排出抑制等指針） 

・自主行動計画 

・自主参加型排出量取引 

・カーボンオフセット 

・省エネ法（中長期計画の策定・定

期報告義務、自動車等のトップラ

ンナー基準達成義務） 

・道路運送車両法（大型トラックに

対する速度抑制装置装備義務） 

・温対法（排出量算定報告公表制度、

ＣＯ２排出量の見える化） 

家庭 ・温対法（排出抑制等指針） 

・国民運動 

・エコポイント 

・カーボンオフセット 

・省エネ法（大規模建築物の新改築

時における省エネ措置の届出義

務） 

・温対法（ＣＯ２排出量の見える化）

・省エネ法（一般消費者への情報提

供の努力義務） 

・国民運動 

ポリシーミックスの活用 

効果的かつ効率的に温室効果ガスの排出削減を進めるとともに、我が国全体の費用負担を公平性に配慮しつつ極力軽減し、環境保全と経

済発展といった複数の政策目的を同時に達成するため、自主的手法、規制的手法、経済的手法、情報的手法などあらゆる政策手法を総動員

し、それらの特徴を活かしつつ、有機的に組み合わせるというポリシーミックスの考え方を活用する。 

その最適な在り方については、本計画の対策・施策の進捗状況を見ながら、速やかに総合的検討を行う。  （京都議定書目標達成計画） 

我が国における地球温暖化対策の施策の例（今後検討すべきものを含む） 資 料 １ 


